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まず第 1 章では,背景となる問題意識を整理した。これらの 2 職種は,総論としてはその必
要性と意義が明らかに認識されているものの,個別具体の組織における定着が進展している
かについては種々の意見があることを示す。 
















が,協働と競合の相反する 2 面性を有している実態が理解できた。 
 





1)一組織の配属人数中央値は,コーディネーターと URA は国立大学で 5 名,公立大学で 2
名,私立大学で 2 名,3 名であり,職種の差よりもむしろ,国公私立の類型の差の方が大きい。 
2)安定的な雇用の指標として「機関の運営経費」で雇用される割合はコーディネーターで
8 割に上り,本調査期間 5 年間で増加していた。URL は急激な人口増加があったものの「機
関の運営経費」での雇用が 6 割を占めた。一方,もう一つの指標であるテニュア比率で見る
と,いずれの職種も,コーディネーターで 2〜3 割,URL では国公立で 1 割強,私立大学で 4 割
にとどまる。 
３)前職キャリアは,事務系のバックグランドを持つ者が 4 分の 1 居る点は共通であるが,
コーディネーターでは技術系,知財法務の経験者が多いのに比し,URL では研究職が 4 分の
1 を占めている。代表的な属性から得られる人物像は,コーディネーターは民間企業出身の
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The Purpose of the research is to grasp the overall picture and the current 
situation of two professionals, the industry / academic cooperation coordinator 
(abbreviate C) and research administrator (University research administrator; 
abbreviate URA) who is engaged in strengthening research capabilities in 
university. 
Today, the importance of C and URA is clearly recognized internationally 
as professionals that contribute to strengthening the competitiveness of 
universities. However, to establish these positions in university, it is necessary to 
consider to secure appropriate human resources, employment budget and 
treatment etc.  And also, the relationship between university and industry has 
to be cosistent with science and technology policy in each country. In this article, 
firstly, we summarize the backgrounds of the importance of these two 
professionals in Japanese context. 
Based on this comprehensive recognition, then we compare and contrast 
the two professionals’ differences in the aspects of placement situation, 
employment resources, tenure ratio, former career and responsible work, by 
analyzing Japanese universities dataset from 2011 to 2015.  
This comparable dataset clarifies an interesting situation of two 
professionals, such as, 1) the median number of employee (both C and URA) per 
one organization is 2 to 5. Here the difference among the university type (national, 
public, and private) is larger than the difference between C and URA. 2) One 
forth of both professionals has administrative background as a prior job carrier. 
On the contrary, compared with C, majority of which has background as 
experienced technicians and intellectual property legal staffs, many URL have 
job experience as researcher. Moreover, representative characteristics of these 
two professionals are as follows; C could be a person in 60s with private industry 
experience. On the contrary, URA could be under 50 years old and has experience 
of research at university. 
And we also find an interesting facts as follows. Based on the current 
situation that the university budget condition has become more severe, there was 
a doubt that "the employment of the C is being replaced by the URA that directly 
functions to acquire external funds." However, from the results of our analysis, 
in any of national, public and private universities, the percentage of the 
universities that "employ both C and URA" increased in the past 5 years, while 
that of the universities that "neither arranged" decreased. 
With the result that the total number of employment of both C and URA 
is increasing in organizational level, it is considered that the two professionals 
are recognized as one of the important factors that make university more active 
in open innovation era. 
  






























































 まず第 2 章で日本の産学連携を巡る現状整理を,政策の経緯も含めて概観する。第 3 章で
は現在の共同研究・受託研究の動向を整理するとともに,これらの外部との連携が,大学の研











図 1-1  本論の構成 











































                                                        
1 Technology Licensing Organization (主に学外組織の際に使用),もしくはTechnology Licensing Office(主に学
内組織の際に使用)の略。 
2 本章は隅藏(2003)の一部と隅藏(2006)の一部に加筆修正をした。 






































                                                        
3 科学技術・学術審議会 技術・研究基盤部会 産学官連携推進委員会「新時代の産学官連携の構築に向けて(中





4 詳しくは,渡部・隅蔵(2002)の 189-190 頁に記載されている。 
5 「国立大学等の教官等の発明に係る特許等の取扱いについて」(昭和 53 年 3 月 25 日付け文学術第 117 号文部
省学術国際局長,大臣官房会計課長通知。 
6 科学技術・学術審議会 技術・研究基盤部会 産学官連携推進委員会 知的財産ワーキング・グループ『知的財
産ワーキング・グループ報告書』(2002 年),37 頁。 
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組まれるようになった(小林, 1998; 西村, 2003)。 

































続いて 2002 年には,知的財産戦略大綱,ならびに知的財産基本法が制定された。同法 13 条に
は,「大学等における知的財産に関する専門的知識を有する人材を活用した体制の整備,知的
財産権に係る設定の登録その他の手続きの改善」等を進める旨が記されている。この基本法




                                                        
7 米国における政策の流れについては,ここでは詳述を避けるが,渡部・隅藏(2002)を参照されたい。 
8 この年にTLOとして最初に 4つの機関が,同法に基づく承認を受けた。 
9 同時に,営利企業の社外監査役を兼業することも可能になった。 








ており,その約 1 年半後に実施された国立大学法人化の先鞭をつけるものであった。 
2003 年 7 月は,日本の国立大学が歴史的な転換点を迎えた月となった。2003 年 7 月 8 日,
政府の知的財産戦略本部により「知的財産の創造,保護,活用に関する推進計画」(以下「推進
計画」)が発表された。翌 9 日には,国立大学法人法案が参院本会議で可決され,成立した。7








２. ５ 大学知的財産本部とTLO 





















                                                        
10 科学技術・学術審議会 技術・研究基盤部会 産学官連携推進委員会 知的財産ワーキング・グループ『知的財
産ワーキング・グループ報告書』(2002 年),3 頁 
11 「大学知的財産本部整備事業」として 34 件,それに付随する「特色ある知的財産の管理・活用機能支援プロ
グラム」として 9 件が採択された。 
12 文部科学省ウェブサイト http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/sangakub/sangakub5.htm 
(2018 年 9 月 30 日アクセス) 
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図 3－1  国内外の大学等・公的研究機関からの知識の導入方法(国内：N=962；国外：N=295) 
  




３. ２ 共同研究と受託研究の動向 
日本の大学に関して,共同研究および受託研究(全体ならびに対民間企業)について,2005
年から 2014 年までの契約件数と受入金額の推移を示したものが図 3-2,3-3 である。 
 




図 3−3 共同研究および受託研究(全体ならびに対民間企業)受入金額の推移 
(単位：百万円) 






11,054 件で 248.6 億円だったのに対し,2015 年には 20,821 件で 467.2 億円と,件数,金額と
もに約 2 倍に増加していることがわかる。なお,共同研究全体に占める民間企業との共同研
究(産学連携)の比率は,2015 年には実施件数ベースで 84.6%,受入金額ベースでは 76%であ
る。 
次に受託研究についてみてみる。2005 年から 2011 年にかけては僅かではあるが減少傾
向にあったものが,2012 年以降若干の回復傾向にあり,全体としては微増であることがわか
る(2005 年：6,292 件,2011 年：5,760 件,2015 年：7,145 件)。受託研究の受入金額も同じ傾
向が見られるが,全体としては微減である(2005 年：122.9 億円,2011 年：86.7 億円,2015 年：
109.6 億円)。なお,受託研究全体に占める民間企業からの受託研究比率は,2015 年時点で,契








受託研究よりも 1 件あたりの平均金額が大きいことが分かる。 
 
 
図 3−4  契約 1件あたり平均受入金額の推移(単位：千円) 
  




３. ３ 大学の研究開発財源における企業資金の位置付け 
 別の観点から,現在の日本の産学連携の状況を把握する。図 3-5 は,日本の大学全体が使用
している研究開発費総額が,どのような財源により構成されているか,を示したものである




 同じ調査では,資本金 100 億円以上の製造業系大企業の 9 割以上が,外部連携先として日
本の大学との共同・受託研究を実施しているのに対し,資本金 10 億〜100 億円で 78.8％,資
本金 1 本金 8 億円で 61.8％と,資本金が小さくなるにつれ,その経験割合は少なくなる。 
 
 

















2 節では,その結果どのような大学専門人材群が活動しているかという概況を記す。第 3,4 節
では,本論の中心となる大学側で研究推進・活用に従事する主たる 2 つの職種,産学官連携コ


































                                                        
13 第 1,2 節は高橋・吉岡(小林)(2016)の一部に加筆修正した。 
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14 ここで用いられた業務区分は,『スキル標準』における 22 業務区分と 8 割以上が同等の区分である。 


































おり,オープンに検索可能となっている。2018 年 4 月時点で日本においてコーディネート活
動を行っている人材は合計 2,079 人である,概況を図 4-1 にまとめた。本論の中心となる,大
学等に所属の者は,1,121 人で,全体の約 54％にあたる。 
 
                                                        
15 https://sangakukan.jst.go.jp/shiendb/scripts/search/SDP001.php(2018 年 4 月 26 日アクセス) 
















全国約 2,000 名以上の産業コーディネーターと連携しているとのことである。 
これらの情報から,現時点で日本において,大学に限定せず何らかの機関で産学間のコーデ
ィネート活動を行っている人材は約 2,000 名であると考えることができる。 
 







                                                        
16 https://linkers.net/(2018 年 4月 26 日アクセス) 







































(1) 文部科学省 産学官連携支援事業 
(2) 文部科学省 大学知的財産本部整備事業 
                                                        
17 これらの事業をリストアップする際に参考にした資料として,国立大学法人化が行われる直前の 2004 年 1 月
から 2 月にかけて,科学技術振興機構(JST)からの委託により財団法人全日本地域交流協会が実施した調査の報告
書である,「科学技術コーディネータの調査・報告」に関わる報告書
(https://www.jst.go.jp/chiiki/kesshu/houkokusho/houkokusho1/ 2017 年 6 月 22 日アクセス)(以下,全日本地域
交流協会調査,2004),同調査のデータに基づいてまとめられた,北陸先端科学技術大学院大学 科学技術開発戦略
センタ ,ー2005,p.33-34,ならびに総務省「イノベーション政策の推進に関する調査」
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/107493.html 2018 年 3 月 28 日アクセス)がある。 
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(3) 工業所有権情報総合情報館 特許流通アドバイザー派遣事業 
(4) 新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)産業技術フェローシップ事業 
(5) 経済産業省 大学等技術移転促進費補助金 
(6) 経済産業省 スーパーTLO 事業 
(7) 経済産業省 大学初事業創出実用化研究開発事業 
(8) 経済産業省 創造的産学連携体制整備事業 
(9) 文部科学省 リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備      
事業 







置する事業を開始した。国立大学法人化が実施された 2004 年度には,82 校に 110 名
が配置されていた。2006 年度と 2007 年度には「産学官連携活動高度化促進事業」
として同様の取り組みが実施され,2008 年度と 2009 年度には「産学官連携戦略展開
事業 コーディネートプログラム」として継続された。2010 年度から 2012 年度ま
では,「大学等産学官連携自立化促進プログラム」の中の「コーディネーター支援型」
により 49 名が 55 機関に配置され,その他に同プログラムの「機能強化支援型」によ
り 100 名程度が配置された。 
 
(２) 文部科学省の大学知的財産本部整備事業19 









活動の推進」として 16 件,「特色ある優れた産学官連携活動の推進」として 22 件,
「知的財産活動基盤の強化」として 17 件,「バイオベンチャー創出環境の整備」とし
て 2 件,「知財ポートフォリオ形成モデルの構築」として 2 件の,合計 59 件が実施さ
れた。前項でも述べたように,「機能強化支援型」の資金で雇用されて産学官連携コ
                                                        
18 文部科学省資料 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu16/005/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2013/08/08/1338341_2
_1.pdf (2017 年 6 月 22 日アクセス) 
19 文部科学省資料
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/03/14/1345140_3_1.pdf 
(2017 年 6 月 22 日アクセス) 
20 全日本地域交流協会調査(2004)によると 2004 年 1－2 月の時点で,58 名がこれに該当した。 
21 2008 年度と 2009 年度には,「産学官連携戦略展開事業」として実施された。 






 特許庁は 1997 年度から,「特許流通アドバイザー」を自治体・TLO 等に派遣する
事業を行っており,この事業は 2001 年度より独立行政法人工業所有権総合研修館に
引き継がれた22。同独立法人の名称は 2004 年 10 月より現在と同じ独立行政法人工
業所有権情報・研修館(INPIT)に改称された。この事業は,2010 年 3 月末時点で,全国
43の自治体,2つの経済産業局,ならびに34のTLOに,92名の特許流通アドバイザー
を派遣しており,特許流通アドバイザーが仲介した特許ライセンス契約等の成約件数




た人材を「NEDO フェロー」として NEDO が雇用した上で,座学研修を行うととも
に,大学,民間研究機関,公的研究機関,TLO 等の受入機関に配置してオンザジョブ・ト
レーニングを行うという事業であった。2000 年度から 2010 年度まで実施され,2010













(６) 経済産業省のスーパーTLO 事業26 
 技術移転の実績が特に優れた TLO を「スーパーTLO」として認定し,これに対し
て他の TLO に不足している専門性の補完や人材の育成を行わせるために,経済産業
省が資金提供を行った。2004 年度から 2008 年度まで実施された。補助率は 2/3 以
内であり,上限は設けられなかった。これにより,スーパーTLO が他機関の人材を育
成する事業,スーパーTLO が他機関の技術移転を受託する事業,スーパーTLO が新規
採用人材を育成する事業等が推進された。事業が終了した 2008 年度時点で,7 機関
のスーパーTLO が存在した。 
 
                                                        
22 特許庁ウェブサイト https://www.jpo.go.jp/seido/rekishi/pdf/kinenshi/08_01.pdf (2017 年 6 月 19 日アク
セス) 
23 同上 
24 NEDO ウェブサイト http://www.nedo.go.jp/activities/CA_00188.html (2017 年 6 月 19 日アクセス) 
25 http://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/tlo/tlohojokin.pdf ; 
http://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/tlo/tlo-support.htm (2018 年 3 月 28 日アクセス) 
26 加藤(2008)による。http://www.tokugikon.jp/gikonshi/250toku2-3-1.pdf (2018 年 3 月 28 日アクセス) 







ァンドが提供された。2002 年度から 2011 年度まで実施された。TLO 等の技術移転
を行う組織に対して,NEDO から総額の 2/3 以内が支出され,残りの 1/3 以上は民間
事業者から支出され,これらの資金が大学における実用化研究開発のために用いられ
た。民間事業者は年間 500 万円以上の資金提供を行うこと,2 年以内に事業化するこ




















3 つの柱からなり,第一の柱は日本全体の URA 機能の普及定着を目的にしたスキル
標準の整備,第二の柱は研修・教育プログラムの整備であり,第三の柱が,審査を経て
採択された 15 大学による,各大学の特性を踏まえた URA 組織をモデル校として構
築するため人材配置事業(以下,本稿では,URA 配置事業と略称する)である。 
 




年度に 22 機関が選定され,支援期間は 10 年間である。2017 年度には 17 の国立大
学,2 つの私立大学,3 つの大学共同利用機関法人に対して資金が提供されている。現
                                                        
27 http://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/tlo/setumeikai.pdf (2018 年 3 月 28 日アクセス) 
28 http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/hyouka/kentou/keisan/jigo2/sanko4-5.pdf 
http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/hyouka/haihu80/siryo4-1-2.pdf(2018 年 3 月 28 日アクセス) 
29 http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/sokushinhi/ ; 
http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/sokushinhi/__icsFiles/afieldfile/2017/12/12/1333815_01.pdf(2018 年 3
月 28 日アクセス) 

































 このような問題意識のもと,本章では,産学官連携コーディネーターと URA につい












数を整理したのが図 5-1 である。2015 年度の調査対象機関数は,国立大学 86 校,公立大学 97
校,私立大学 827校,国公私立高等専門学校 57校,大学共同利用機関 4校の合計 1,071校とな













 本研究で分析の対象とする期間は,この職種に大きな影響がある文部科学省の 2 つの事
業が開始された時期を含み,かつ,これらの職種の展開の経緯を把握する上で現状入手可能
な 2011 年度から 2015 年度までの 5 年間である。 
 
                                                        
30 その他に,発明の状況や知的財産の管理・活用体制状況等が調査されている。 
31 技術系専門職員については,技術専門職実態調査にもとづく整理がある。 






















2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
大学数
国立大学 公立大学 私立大学
2011 2012 2013 2014 2015
(H23) (H24) (H25) (H26) (H27)
85 85 74 85 86
65 65 53 62 62
76.5% 76.5% 71.6% 72.9% 72.1%
450 409 281 378 378
中央値 5 4 4 5 5
平均値 6.9 6.3 5.3 6.1 6.1
69 74 69 76 75
30 31 25 30 32
43.5% 41.9% 36.2% 39.5% 42.7%
90 88 74 83 81
中央値 2 2 2 2 2
平均値 3.0 2.8 3.0 2.8 2.5
413 417 406 422 403
68 68 69 89 95
16.5% 16.3% 17.0% 21.1% 24.3%
204 210 170 237 244
中央値 2 2 2 2 2
平均値 3.0 3.1 2.5 2.7 2.5
567 576 549 583 564
163 164 147 181 192
28.7% 28.5% 26.8% 31.0% 34.0%
744 707 525 698 703
中央値 3 3 2 2 2


























      
 
 30 
表 5-2  URAの配置状況(2011年〜2015年) 
 
 
 次に 2015 年における所属組織と人数の割合を図 5-2 に示す。 
 
 
図 5-2  産学官連携コーディネーターと URAの 
所属組織と人数の割合(表 5-1,5-2の 2015年データを集計) 
 
2011 2012 2013 2014 2015
(H23) (H24) (H25) (H26) (H27)
84 85 85 86 86
28 33 40 52 54
33.3% 38.8% 47.1% 60.5% 62.8%
214 317 456 521 583
中央値 4.5 6 7.5 5.5 5
平均値 7.6 9.6 11.4 10.0 10.8
69 73 70 79 75
5 5 6 7 9
7.2% 6.8% 8.6% 8.9% 12.0%
22 63 69 69 24
中央値 1 2 3 3 2
平均値 4.4 12.6 11.5 9.9 2.7
411 434 434 428 402
17 18 19 22 24
4.1% 4.1% 4.4% 5.1% 6.0%
87 90 133 136 154
中央値 3 3.5 4 3.5 3
平均値 5.1 5.0 7.0 6.2 6.4
564 592 589 593 563
50 56 65 81 87
8.9% 9.5% 11.0% 13.7% 15.5%
323 470 658 726 761
中央値 3 4 6 4 4





































 組織類型を問わず,1 人以上 URA を配置している機関の割合は年数とともに増加してい
る。国立大学については,文部科学省の URA 整備事業(2011 年開始),研究大学強化促進事業





 また,コーディネーターと URA のいずれについても,少数の大型研究大学の大組織の影響
が全体統計に影響を及ぼす,というこれまでの指摘があったことをふまえ,表 5-1,5-2 には平





                                                        
32 より詳細には国公私立の類型毎の分布図をAppendix5.2 および 5.3 に示す。 







図 5-3  産学官連携コーディネーターと URAの 
一組織あたりの配置人数と組織数(国公私立全体,2015年) 
  






URA について,組織類型の相違,経時変化,そしてコーディネーターと URA の職種間の比較,
の 3 つの視点からみていくこととする。 











 図 5-4 でみたとおり,安定的な財源である機関の運営経費での雇用は,組織類型全体では増








には 180 人分から 264 人に増加したとみることができる。 
 安定的な雇用のもう一つの重要な指標であるテニュア比率は,図 5-5 に示すとおり,まず全
体傾向は大きな変化はなく,国立で約 2 割,公私立は約 3 割がテニュアとなっている。機関の
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 図 5-4 でみたとおり,機関の運営経費での雇用は,組織類型全体では 5 年間を通じほぼ 6割
程度で推移しており,この数字だけを単純にみると,URA という職種の定着は雇用条件面で
は進んでいないように見える。しかし,表 5-1 で確認したように,この 5 年間の URA の総数
が,323 人から 761 人へ 2.3 倍増加していることを踏まえると,機関の運営経費で雇用されて
いる者の割合として 6 割程度を維持するにあたっては個々の組織内での職種定着に向けた
努力が行われていることが推察される。 
 より詳細に,Appendix 5,4 に示した組織類型別と,表 5-3 の人数増減の傾向を合わせてみ
る。この 5 年間,人数は年毎に増加し,国立大は 2.7 倍(214 人から 583 人へ),私立大学は 1.7
倍(87 人から 154 人へ)となっている。これに対しAppendix 5.4 の「機関の運営経費」での
雇用割合は,国立大学で年度毎の小幅な増減をみせながら 5 割を維持し,私立大学では,2014
年の 5 割台を最低に 2015 年には 7 割に回復している。5 年間の急激な人数増加を完全に吸
収できてはいないものの,雇用財源確保は進んでいるとみることができる。一方,公立大学は
これとは異なる傾向を示す。組織数が 70 前後とサンプル数が若干少ないことに加え,この 5
年間の URA 人数が最大 69 人(2013,2014 年度)から最小 22 人(2011 年度)と変化が激しい。
Appendix 5.4 の「機関の運営経費」での雇用割合も年度変化が大きい(40-80%)ことから,別
の要因があると考えられる。 
 安定的な雇用のもう一つの重要な指標であるテニュア比率は,図 5-6 に示すとおり,全体と
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であるとも考えられる。テニュア比率でみると,コーディネーターは,約 2 割から 3 割の間に
あるのに対し,URA は人数急増を背景にテニュア比率を下げた 5 年間であり,組織類型のい
ずれでも相対的に低いことが明らかになった。 
 
５. ４ 担当業務 
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図 5-7  コーディネーターの業務内容(国公私立全体)34 
  
                                                        
34 各項目について,「主たる業務としているか否か」を尋ね,「している」とした回答の比率を算出した。 
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図 5-8  URAの業務内容(国公私立全体)35 
 
  









 産学官連携コーディネーターとURA の前職の比較を図 5-9 に示す。 
 
 





ずれも 15-20%従事している。また出身セクターは,国公私立の何も,おおよそ 5 割が民間企
業出身,ついで大学出身者が占める(詳細はAppendix 5.7 参照)。 
 Appendix 5.7 に示すように,年齢構成は,類型全体では 5 カ年で大きく変わらず,60 代が 5










 Appendix 5.8 に示すように,年齢構成も,調査期間で変化が見られる点がコーディネータ
ーと異なる。2015 年度は,類型全体で,30 代以下,40 代が何も 3 割程度,50 代,60 代は 2 割前



























職種の協働の可能性について以下,雇用と役割分担の 2 つの観点から考察する。 
 












は 2001 年の文部科学省産学官連携コーディネーター制度が,URA については 2011 年のリ
サーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備事業(以下,URA 整備事業
と略す)が普及の契機となっている。つまり,この 2 職種の普及・展開は,コーディネーターが
URA に先立つこと 10 年,という関係になる。 
 図 5-10 に各職種の合計人数,配置機関数の推移をまとめて示す。この図でわかるように, 
2011 年から配置人数,配置機関とも年毎に増加する URA に対し,10 年前から普及が進み,あ
る程度定常状態を示すコーディネーターの配置状況が見て取れる。 

























 結果,図 5-11 に示すとおり,国公私立大学全体で,「(コーディネーターとURA の)両方を配



































2011 2012 2013 2104 2015
C配置機関数 URA配置機関数 C合計人数
URA合計人数 C&URA合計人











図 5-12 に示す。5 カ年のうちに増減はあるものの,2011 年と 2015 年で比較すると,いずれ
の類型でも,「(コーディネーターとURA の)両方を配置」の割合は増加し,逆に「どちらも配
置していない」組織は,減少していることが明らかになった。 
 国立大学に限定してみると,「両方を配置」は 31%から 53.5%に増加し,「どちらも配置し
ていない」組織は 21%から 18％に減少,「どちらか一方のみを配置」組織も 40%から 24％












2011 2012 2013 2014 2015
CとURA両方配置 7.1% 8.1% 6.3% 11.0% 12.4%
どちらか一方のみ配置 23.0% 20.8% 23.4% 22.3% 24.7%





















































2011 2012 2013 2014 2015
両方配置 どちらか一方のみ配置 どちらも配置していない












2011 2012 2013 2014 2015
両方配置 どちらか一方のみ配置 どちらも配置していない



















 この課題に対し,産学官連携コーディネーターと URA の比較可能なデータセットを活用
し,集団属性をふまえ当該職種の定着を実現するための考察を行う。 
 まず,Appendix 5.8 および 5.9 に示すように,各々の職種につて,年齢構成,所属機関別の前
職キャリア(大学・公的研究機関・民間企業,その他),職種別の前職キャリア(教育職・研究職・
URA・知財法務・技術系・事務系・ポスドク・学生・その他)で整理した。 
 人数でいうと全体の 5 割強を超える国立大学所属のコーディネーター像と,全体の約 8 割
に達する国立大学所属の URA 像について代表的な属性をみると,コーディネーターは民間





















































や部局をまたぐ学際融合,1 大学 1 提案に限られる大学本部が関与する競争的資金獲得は
URA が担当する,というスタイルもこのモデルの説明で整合的である。 
 5.6.1 で明らかになった「コーディネーターと URA の両方を配置している大学」の増加
は,その表れであるとも考えられる。 
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国立大学等 86 51 4 141 86 51 4 141
公立大学等 94 3 ー 97 94 3 ー 97
私立大学等 854 3 ー 857 749 3 ー 752









国立大学等 86 51 4 141 86 51 4 141
公立大学等 94 3 - 97 94 3 - 97
私立大学等 844 3 - 847 771 3 - 774









国立大学等 86 51 4 141 86 51 4 141
公立大学等 94 3 - 97 94 3 - 97
私立大学等 832 3 - 835 778 3 - 781









国立大学等 86 51 4 141 86 51 4 141
公立大学等 95 3 - 98 95 3 - 98
私立大学等 843 3 - 846 794 3 - 797









国立大学等 86 51 4 141 86 51 4 141
公立大学等 97 3 - 100 97 3 - 100
私立大学等 827 3 - 830 767 3 - 770
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N 知財創生 研究開発支援 シーズＰＲ 技術契約支援 ニーズ調査 事業化支援 海外展開 地域貢献 組織運営
国立 65 50 62 64 51 63 53 40 61 33
公立 30 17 22 26 23 24 12 7 28 12
私立 68 48 52 62 48 56 37 29 54 34
総計 163 115 136 152 122 143 102 76 143 79
国立 65 50 62 65 53 64 52 40 61 32
公立 31 20 27 29 23 28 17 8 30 15
私立 68 45 55 62 46 53 34 26 55 34
総計 164 115 144 156 122 145 103 74 146 81
国立 53 34 51 53 44 52 40 32 48 24
公立 25 19 21 22 19 22 11 6 21 11
私立 69 39 50 60 44 51 37 21 58 33
総計 147 92 122 135 107 125 88 59 127 68
国立 62 45 58 62 50 61 48 42 57 28
公立 30 19 23 28 22 26 16 8 29 14
私立 89 50 63 75 62 65 48 32 78 45
総計 181 114 144 165 134 152 112 82 164 87
国立 62 46 56 60 49 58 42 40 57 27
公立 32 24 24 28 25 27 14 8 29 15
私立 98 55 69 83 67 71 47 36 89 47
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国立 31.3% 27.9% 40.8%
公立 40.0% 0.0% 60.0%
私立 17.0% 13.9% 69.1%
総計 27.3% 20.4% 52.3%
国立 41.6% 14.4% 44.0%
公立 8.6% 25.7% 65.8%
私立 13.0% 16.6% 70.5%
総計 29.5% 16.1% 54.4%
国立 18.1% 4.6% 4.4% 17.2% 15.8% 4.1% 28.3% 7.7%
公立 0.0% 16.5% 4.2% 21.0% 7.1% 8.9% 42.3% 0.0%
私立 12.6% 4.6% 16.2% 19.0% 6.2% 0.5% 34.9% 5.9%
総計 14.8% 5.7% 7.8% 18.1% 12.2% 3.5% 31.5% 6.5%
国立 11.3% 5.6% 3.0% 15.0% 27.6% 0.5% 29.6% 7.5%
公立 0.0% 10.2% 9.5% 3.5% 14.3% 0.0% 62.4% 0.0%
私立 8.8% 5.2% 6.0% 11.4% 15.2% 6.8% 37.3% 9.4%
総計 9.6% 5.9% 4.4% 13.0% 23.1% 2.1% 34.5% 7.4%
国立 8.9% 4.4% 4.6% 16.4% 25.2% 1.4% 31.5% 7.6%
公立 11.1% 0.0% 0.0% 0.0% 22.2% 0.0% 66.7% 0.0%
私立 3.5% 0.6% 8.9% 21.9% 16.7% 4.8% 36.9% 6.7%






















2013 18.1% 4.6% 4.4% 17.2% 15.8% 4.1% 28.3% 7.7%
2014 11.3% 5.6% 3.0% 15.0% 27.6% 0.5% 29.6% 7.5%
2015 8.9% 4.4% 4.6% 16.4% 25.2% 1.4% 31.5% 7.6%
2013 0.0% 16.5% 4.2% 21.0% 7.1% 8.9% 42.3% 0.0%
2014 0.0% 10.2% 9.5% 3.5% 14.3% 0.0% 62.4% 0.0%
2015 11.1% 0.0% 0.0% 0.0% 22.2% 0.0% 66.7% 0.0%
2013 12.6% 4.6% 16.2% 19.0% 6.2% 0.5% 34.9% 5.9%
2014 8.8% 5.2% 6.0% 11.4% 15.2% 6.8% 37.3% 9.4%
2015 3.5% 0.6% 8.9% 21.9% 16.7% 4.8% 36.9% 6.7%
2013 14.8% 5.7% 7.8% 18.1% 12.2% 3.5% 31.5% 6.5%
2014 9.6% 5.9% 4.4% 13.0% 23.1% 2.1% 34.5% 7.4%
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大学等 公的研究機関 民間企業等 その他機関
2011 22.9% 14.8% 52.9% 9.5%
2012 25.9% 15.1% 50.2% 8.8%
2013 27.9% 10.6% 52.6% 9.0%
2014 25.6% 11.9% 53.5% 9.0%
2015 23.0% 12.9% 55.2% 8.8%
2011 29.0% 15.1% 37.6% 18.3%
2012 33.8% 12.4% 40.9% 12.9%
2013 30.4% 11.0% 41.7% 17.0%
2014 20.6% 16.9% 40.8% 21.7%
2015 28.2% 16.1% 43.6% 12.2%
2011 38.8% 4.5% 47.5% 9.3%
2012 40.2% 7.2% 44.8% 7.8%
2013 38.6% 5.7% 43.9% 11.7%
2014 36.1% 6.5% 44.0% 13.4%
2015 40.0% 3.7% 47.3% 9.0%
2011 30.6% 10.6% 47.8% 11.0%
2012 33.3% 11.3% 46.2% 9.2%
2013 33.2% 8.4% 46.8% 11.5%
2014 29.9% 10.1% 46.7% 13.3%















教育職 研究職 ＵＲＡ 知財法務 技術系 事務系 ポスドク 学生 その他職
2012 10.7% 20.6% 0.1% 15.3% 15.2% 14.5% 3.3% 0.9% 19.4%
2013 10.7% 18.3% 0.5% 18.3% 15.0% 14.3% 2.9% 1.3% 18.8%
2014 9.1% 17.4% 0.7% 14.4% 16.6% 17.7% 1.7% 2.3% 20.0%
2015 10.7% 15.5% 0.8% 14.0% 19.8% 15.5% 3.0% 1.9% 18.7%
2012 9.1% 18.0% 3.2% 15.0% 31.1% 15.2% 0.0% 0.0% 8.2%
2013 12.3% 16.6% 4.3% 11.8% 23.8% 13.8% 0.0% 0.0% 17.3%
2014 9.4% 21.6% 3.3% 10.2% 21.5% 20.4% 1.7% 0.0% 11.9%
2015 8.9% 24.6% 3.1% 12.6% 18.8% 12.6% 0.0% 3.1% 16.2%
2012 11.3% 21.1% 2.2% 14.0% 12.5% 23.6% 0.2% 2.3% 12.9%
2013 13.5% 13.8% 2.9% 13.5% 12.5% 23.7% 0.4% 2.5% 17.2%
2014 12.2% 7.9% 1.6% 15.7% 12.4% 26.7% 0.3% 3.3% 19.8%
2015 12.9% 9.8% 2.2% 16.7% 11.6% 25.2% 0.1% 2.7% 18.8%
2012 10.6% 20.3% 1.6% 14.7% 17.1% 18.4% 1.4% 1.3% 14.6%
2013 12.2% 15.9% 2.3% 15.0% 15.3% 18.6% 1.3% 1.6% 17.8%
2014 10.7% 13.5% 1.6% 14.4% 15.3% 22.6% 1.0% 2.4% 18.6%
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2011 18.7% 18.0% 16.3% 47.0%
2013 13.5% 14.6% 22.4% 49.5%
2015 11.6% 20.5% 20.4% 47.6%
2011 11.4% 12.5% 12.9% 63.2%
2013 5.4% 9.5% 13.5% 71.6%
2015 10.2% 19.3% 19.9% 50.6%
2011 16.3% 17.2% 19.0% 47.5%
2013 12.9% 15.3% 20.0% 51.8%
2015 13.7% 16.7% 23.1% 46.4%
2011 16.4% 16.6% 16.8% 50.2%
2013 12.2% 14.1% 20.4% 53.3%
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大学等 公的研究機関 民間企業等 その他機関
2011 55.0% 7.2% 32.4% 5.4%
2012 62.0% 9.2% 22.8% 5.9%
2013 61.7% 11.3% 18.6% 8.4%
2014 54.7% 14.8% 21.0% 9.6%
2015 53.6% 15.0% 21.6% 9.9%
2011 3.5% 20.0% 60.0% 16.5%
2012 32.0% 0.0% 65.7% 2.3%
2013 49.2% 0.0% 49.6% 1.2%
2014 30.0% 14.3% 55.1% 0.5%
2015 46.1% 11.1% 42.8% 0.0%
2011 62.3% 8.8% 28.7% 0.2%
2012 71.6% 8.3% 17.8% 2.3%
2013 58.2% 10.2% 28.7% 2.9%
2014 49.3% 10.2% 33.1% 7.5%
2015 46.5% 16.6% 34.7% 2.3%
2011 52.3% 9.0% 33.9% 4.7%
2012 62.4% 8.1% 25.0% 4.5%
2013 59.5% 10.0% 24.4% 6.1%
2014 51.1% 13.5% 27.2% 8.2%














教育職 研究職 ＵＲＡ 知財法務 技術系 事務系 ポスドク 学生 その他職
2012 10.0% 27.9% 8.8% 7.6% 9.0% 18.4% 8.8% 2.2% 7.4%
2013 11.2% 25.9% 15.7% 7.4% 5.8% 17.1% 4.2% 1.0% 11.7%
2014 10.5% 28.3% 14.7% 4.9% 5.2% 18.1% 4.7% 1.8% 11.8%
2015 10.6% 27.5% 15.8% 5.6% 5.4% 16.3% 3.5% 2.3% 13.1%
2012 5.7% 23.2% 0.4% 0.4% 0.0% 24.7% 0.0% 15.5% 30.0%
2013 4.8% 7.5% 21.1% 4.2% 4.2% 20.4% 0.0% 21.2% 16.7%
2014 4.1% 23.0% 24.1% 9.8% 0.0% 23.4% 0.0% 1.3% 14.3%
2015 14.3% 30.4% 13.3% 3.7% 5.6% 1.6% 0.0% 0.0% 31.1%
2012 16.2% 15.5% 28.4% 3.7% 0.0% 21.7% 0.0% 14.5% 0.0%
2013 11.3% 15.3% 23.6% 1.3% 5.6% 27.3% 0.7% 12.0% 2.8%
2014 3.3% 12.0% 17.2% 3.4% 3.1% 33.4% 4.5% 7.8% 15.4%
2015 2.6% 19.2% 14.5% 1.6% 1.4% 46.5% 0.0% 1.0% 13.3%
2012 11.6% 23.5% 14.4% 5.7% 5.3% 20.0% 5.2% 7.4% 7.0%
2013 10.6% 21.1% 18.5% 5.3% 5.6% 20.4% 2.8% 6.1% 9.5%
2014 8.0% 23.4% 16.2% 4.9% 4.2% 22.7% 4.2% 3.4% 13.0%
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2011 40.7% 26.0% 13.6% 19.7%
2013 39.4% 32.3% 13.7% 14.6%
2015 32.2% 29.9% 18.6% 19.3%
2011 9.4% 27.1% 3.5% 60.0%
2013 56.8% 13.9% 6.6% 22.7%
2015 24.2% 21.5% 14.7% 39.7%
2011 45.4% 12.0% 13.8% 28.9%
2013 26.0% 27.5% 28.6% 17.9%
2015 20.0% 36.0% 23.0% 21.0%
2011 39.2% 21.3% 12.7% 26.9%
2013 37.1% 29.2% 17.4% 16.3%





      
 
 63 














2011 26 40 18 84
2012 31 36 18 85
2013 26 41 18 85
2014 44 26 16 86
2015 46 24 16 86
2011 4 27 38 69
2012 4 28 41 73
2013 4 23 43 70
2014 7 23 49 79
2015 7 27 41 75
2011 10 63 338 411
2012 13 59 362 434
2013 7 74 353 434
2014 14 83 331 428
2015 17 88 297 402
2011 40 130 394 564
2012 48 123 421 592
2013 37 138 414 589
2014 65 132 396 593








2011 31.0% 47.6% 21.4% 100%
2012 36.5% 42.4% 21.2% 100%
2013 30.6% 48.2% 21.2% 100%
2014 51.2% 30.2% 18.6% 100%
2015 53.5% 27.9% 18.6% 100%
2011 5.8% 39.1% 55.1% 100%
2012 5.5% 38.4% 56.2% 100%
2013 5.7% 32.9% 61.4% 100%
2014 8.9% 29.1% 62.0% 100%
2015 9.3% 36.0% 54.7% 100%
2011 2.4% 15.3% 82.2% 100%
2012 3.0% 13.6% 83.4% 100%
2013 1.6% 17.1% 81.3% 100%
2014 3.3% 19.4% 77.3% 100%
2015 4.2% 21.9% 73.9% 100%
2011 7.1% 23.0% 69.9% 100%
2012 8.1% 20.8% 71.1% 100%
2013 6.3% 23.4% 70.3% 100%
2014 11.0% 22.3% 66.8% 100%
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